
１　施策の目的

関係課：

主管課：

施策

対象（誰，何を対象としているか）

政策

施策評価シート

意図（どのような状態にしたいのか）

２　施策の成果状況（意図の達成度を図る成果指標とその動向）

向上指針

向上指針

向上指針

目標達成度

目標達成度

目標達成度

対前年度

対前年度

対前年度

次年度課題

次年度課題

次年度課題

見　込予　算決　算決　算決　算

３　施策に係るコスト（単位：千円）

人件費

トータルコスト

事業費合計

   1,325.00

       0.00

       0.00

   1,341.00

       0.00

       0.00

   1,385.00

       0.00

       0.00

   1,400.00

       0.00

       0.00

   1,465.00

       0.00

       0.00
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社会保障の健全運営

         9,650,823          9,671,526         11,659,631         11,852,717         12,039,500

安心して社会保障を受けることができるまちをつくる。

            74,530             78,677            127,804                  0                  0

課題としない

（状況）昨年度に比較して44千円増加しました。目標値の範囲内です。
（原因）国民健康保険医療費，後期高齢者医療医療費，介護保険給付費の全てが増加してい
ます。高齢率の上昇に伴い，医療・介護に要する費用が増加しています。一方で，保健事業
や介護予防事業などの取り組みが増加を低減していると考えます。

令和 2年度 （令和元年度実績評価）

被保険者1人当たりの医療費・給付費（年間）（国民健康保険医療費＋後期高齢者医療保険医
療費＋介護保険給付費）

健やかに暮らせるまち

社会保障の健全運営

下がると良い

国保年金課

納税課、社会福祉課、介護福祉課、建設課

国保年金課

市民

横ばい

（千円）

達成

         9,725,353          9,750,203         11,787,435         11,852,717         12,039,500

基準値（H26）

基準値（H26）

基準値（H26）

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

目標値（R03）

目標値（R03）

目標値（R03）

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度



５　施策全体の取組状況と課題

当該年度の全庁決定の方向性（前年度の全庁政策会議での決定事項）

事　　業　　費

４　基本事業の状況

基本事業名称

成果方向性

コスト方向性

成果指標の動向

次年度への課題

成果方向性

コスト方向性

推進状況

前年度の取組内容，成果及び次年度以降に向けた課題

コスト方向性

成果方向性

次年度の方向性

01

02

03

04

05

99

社会保障の健全運営

維

向

向

向

横

持

上

上

上

ば

低

横

横

低

下

ば

ば

下
向
上

  4,013,619

    933,315

  3,710,029

    410,342

    452,597

    130,921

  4,098,627

  1,029,554

  3,635,807

    412,468

    483,184

     11,886

  5,844,161

  1,076,897

  3,814,776

    412,460

    500,999

     10,338

  5,823,525

  1,123,390

  3,952,033

    411,250

    527,184

     15,335

  5,823,525

  1,174,084

  4,006,359

    411,250

    608,943

     15,339

国民健康保険制度の健全な運営

後期高齢者医療制度の健全な運営

介護保険制度の健全な運営

医療福祉費支給事務の遂行

セーフティネットによる自立支援

施策の総合推進

向上

維持

順調

課題あり

向上

維持

向上

維持

　医療費適正化の取組や特定保健指導対象者への支援を強化し，医療費及び介護給付費の抑
制に努めます。

　特定健康診査の受診促進や予防を重視した取組，ジェネリック医薬品の使用促進，介護予
防事業に努めました。健診受診率，ジェネリック医薬品利用率ともに，県内上位の状況とな
っています。また，市民アンケートにおいても，1年に1回健診を受けている市民の割合は81
.1％と昨年よりも0.7ポイント上昇しています。
　今後も増加傾向にある医療費及び介護給付費を抑制していくことが課題となります。

　健全な社会保障事業を運営するため，引き続き，医療費及び介護給付適正化の取組や予防
重視の保健事業を実施し，財源の確保に努めます。

H29年度 H30年度 R01年度 R02年度 R03年度


